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はじめに 
我が国を取り巻く経営環境は、国内市場の成熟化、少子高齢化、顧客ニーズ
の多様化、人材の確保難、雇用延長、グローバル化、商品やビジネスモデルの
短命化によるイノベーションの必要性から厳しさを増している。 
この経営環境の変化は、企業の組織に対して「多様化したニーズに的確かつ
迅速に対応した商品やサービスの提供」を求めている。その結果、多くの企業
において、この課題に迅速かつ有効に対応可能なダイバーシティの推進が積極
的に図られるようになってきた。 
ダイバーシティの推進は、性別、年齢、障害など様々な多様性を企業の活性
化に繋げるために、組織変革を伴うものとなる。 
しかし、未だに多くの日本企業が、高度成長期を支えてきた日本的雇用慣行を
基本とする就業モデルの呪縛から逃れられずにいる。その結果、多様で有能な人
材が能力を十分に発揮できず、企業経営に有効に活用されない状況にある。それ
らの企業における最重要課題は、多様な人材の能力を発揮可能な組織にする人材
戦略としての「エイジダイバーシティ」の推進であろう。 
エイジダイバーシティには、「年齢の多様性が、重要な企業組織の活力源と
なると言う考え方」が根底に存在する。我が国において、2007 年 10 月、「雇
用対策法」が改正され、募集・採用時の年齢制限禁止条項が規定された。この
法律は、年齢の多様性を有効活用する可能性を有していた。しかし、残念なが
ら、その効力は募集・採用時に限定されたものであった。また、中高年齢者に
対しては、個人の能力差を度外視し、一定年齢を判断基準とした「一律定年制」
や「一律役職定年制」などが多くの企業で制度として継続されている。 
これらの制度は、人材の活用面から考えると、あまり良い制度であるとは言
えない。なぜなら、エイジダイバーシティの本質は、雇用者を年齢基準の呪縛
から解放して、雇用者が有する個性・資質・能力・スキル・経験に焦点を当て、
これらの多様性を企業の活性化に繋げていくことにあるからだ。 
故に、企業におけるエイジダイバーシティへの対応は、高齢雇用者の処遇施
策から始まることになる。 
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そこで、本稿では、高齢社員、若手社員、年下上司、年上部下などの多様な
社員に関する課題を抱える企業組織において、高齢者雇用が企業経営のパ
フォーマンスに与える影響に関して考察する。 
 
第 1 章 高齢者雇用とダイバーシティ&インクルージョンと WLB 
1-1 高齢者雇用とダイバーシティ＆インクルージョン 
（１）高齢者の再定義とその重要性 
多くの国で、高齢者は暦年齢で 65 歳以上と定義されている。しかし、この
高齢者の定義には医学的・生物的に明確な根拠はない。高齢者の定義は、主観
的部分があり、それゆえ曖昧であり判断が難しいと言われる。 
例えば、国連は 60 歳以上を高齢者としているのに対して、国連の WHO で
は 65 歳以上を高齢者と定義している。高齢者の医療の確保に関する法律では、
高齢者を 2 つに区分し、65 歳から 74 歳までを「前期高齢者」とし、75 歳以上
を「後期高齢者」と定義している。この区分は公的機関が行う際の「人口調査」
の高齢者の区分と同様である。また、日本老年学会では、65 歳～74 歳を「準
高齢者（pre-old）」、75 歳～89 歳を「高齢者（old）」、90 歳以上を「超高齢者
（oldest-old、super-old）」の 3 区分に分けることを提言している。（日本老年
学会提言 2017.1.5）更に、「高齢者雇用安定法」では 55 歳以上を「高齢者」と
規定している。 
また、現在の高齢者は、「若返り現象」が見られ、身体的機能変化の出現が 5
～10 年遅延していると言われている。1 即ち、前期高齢者においては心身の健
康が保持され、活発な社会活動が可能な人が大部分なのである。また、各種の
意識調査でも 75 歳以上を高齢者と捉える意見が強くなっていると言える。2 
以上の事実を背景として、ここで高齢者に関して再定義してみる。広義の高
齢者とは 65 歳以上の年齢層を意味する。そして、高齢者は、日本老年学会の
提言にあるように、①前期高齢者（準高齢者、pre-old、65 歳以上 74 歳以下の
高齢者層）②後期高齢者（高齢者、old、75 歳以上 89 歳以下の高齢者層）③超
高齢者（oldest-old、super-old、90 歳以上の高齢者層）の 3 区分とするのが妥
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当と考えられる。そして、この高齢者に関する 3 区分中、高齢雇用者の対象と
なるのは、65 歳以上 74 歳以下の前期高齢者（準高齢者）層が妥当と言えよう。 
以上のように、高齢者の定義と高齢雇用者の対象を再検討することの意義は、
日本老年学会（2017 年 1 月 5 日）の提言にもあるように、①従来の定義による
高齢者を、社会の支え手であるモチベーションを持った存在ととらえ直すことで
未活用労働資源の有効活用を図ること、②雇用されうる能力のある高齢者に対し
て、高齢者がやりがいと生きがいを持ち、自己の能力発揮が可能な雇用環境を整
備することにより、超高齢社会を明るく活力あるものにすることにあると言える。 
 
（２）我が国の高齢化の状況と日本的雇用制度の変革 
国連及び WHO の高齢化の定義によると、我が国は 1970 年には高齢化率
7.1％となり高齢化社会に突入している。その 25 年後の 1995 年には高齢化率
は 14.6％となり本格的な高齢社会になっている。更に、15 年後の 2010 年にな
ると、高齢化率は 23.0％となり、世界のどの国も経験したことのない超高齢社
会になっている。そして、2020 年には高齢化率は 29.1％となり超超高齢社会
になり、その後も高齢化率は上昇を続け、2060 年の高齢化率は 39.9％という
他に類を見ない超超高齢社会になると推定されている。 
現在、我が国においては、既に、人口の 4 人に 1 人が 65 歳以上であり、更
に、約 40年後には 2.5人に１人が 65歳以上の高齢者となると推計されている。 
そのような時代において、定年制や一律役職定年制などのような、年齢のみ
を基準とし活動を制限するような制度は、多くの有益な高齢者労働力を無駄に
することに繋がる。だからこそ、65 歳以上の高齢雇用者がやりがいと生きがい
を持って働き、企業に貢献できる職場をつくっていかなければならない。少な
くとも働く意思と能力のある高齢者には年齢に関係なく、本格的に働き続けて
もらえるようなエイジフリー社会の構築が必要である。3 
現在までの我が国における雇用制度は、ピラミッド型の人口構造を前提とし
ており、その人口構造ピラミッドの底辺には、潤沢な若年労働者層が存在し、
その上に相対的に少ない中高年齢層が管理職としていることを当然として成立
していた雇用システムであった。 
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豊富な若年労働力を安く大量に雇用する従来の雇用システムは、若年者の一
括大量採用、年功的な賃金昇給制度、一律定年制度が継続的に実施されており、
採用コストや賃金コストを抑制するのに適していた。 
しかし、近年の我が国における急激な少子高齢化により、人口ピラミッドは
図表 1-1-1 人口構造の推移にあるように、中高齢者層が大きい釣鐘型、更に、
提灯型に移行し、極めてアンバランスな構造となっている。この人口構造の変
化は、潤沢な若年労働者市場の縮小と、中小企業はもとより大企業においても
若年層の新規雇用が困難となるという現象を生じさせている。その一方で、人
口構造におけるボリュームゾーンとしての中高年労働者が増大し、中高年を労
働力として安価で大量に活用する経営モデルとしての雇用制度が合理性を持つ
ようになった。 
人口構造が、ピラミッド型から釣り鐘型、更に提灯型に変化する状況下にお
いては、年齢を基準とした年功賃金や年功的な処遇、一律定年制度などの日本
的雇用システムは、徐々に問題を含んだ、不合理な雇用システムとなってしま
う懸念がある。 
この矛盾に対応するためには、日本的雇用システムを、旧来の「年齢を基準
とした雇用制度」から「年齢を基準としない雇用制度」へとする抜本的な見直
しが必要なのである。これは、「年齢」から「個人の能力や企業への貢献度に応
じた賃金や役職」への決定方式への変換である。能力主義や成果主義を主体と
する人事制度は過去に幾度となく必要性を叫ばれ実施した企業もあったが、結
果的には日本企業の人事制度としてはあまり浸透せず、定着もしなかった。し
かし、経営環境が激変している現代の日本において、今こそ本格的に能力主義・
成果主義的賃金制度を中心とした人事管理方式への真の転換が必要ではないだ
ろうか。 
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図表 1-1-1 人口構造の推移 
出所：「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所） 
（http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp_zenkoku2017.asp）を基に
筆者作成 
 
（３）高齢者雇用とダイバーシティ&インクルージョン 
人口構造の高齢化や、高齢者職務能力の若返り、あるいは雇用者の高齢に対
する意識等を総合的に勘案すると、現実的な問題として、高齢者雇用のターゲッ
トは 65 歳以上 74 歳以下の前期高齢者（準高齢者、pre-old）が中心となってく
る。これは、現在の高齢者雇用の上限年齢の中心が 65 歳と考えられるのに対
して、年齢の上限を約 10 年延長することになる。今後、雇用者に占める高齢
雇用者の比率は増大の一途を辿るため、高齢雇用者層は、雇用者に占める占有
率で大きなボリュームゾーンとなってくる。 
従来の年齢を基準とした雇用制度は、同期、先輩・後輩、年齢・勤続基準の
制度といった意識が雇用制度を支えていた。しかし、前期高齢者も雇用対象と
する本格的な高齢社会の到来になると、雇用現場における先輩・後輩などの年
齢意識、同期入社等の年次秩序概念等は企業経営にとってはボトルネックとな
る懸念があり、その考え方を変える必要がある。 
ピラミッド型 釣鐘型 提灯型 
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そして、エイジダイバーシティと言う考え方に基づき、年齢を基準としない
雇用制度においては、「仕事の能力さえあれば年齢に関係なく働き続けることが
可能となる」ため、高齢期においても仕事能力を磨くことは、高齢雇用者自身
の経済的な安定を図るためにも重要となる。 
従って、高齢者雇用は、高齢者を雇用する側としての企業、及び、雇用され
る側としての高齢雇用者双方にとりダイバーシティ&インクルージョンが重要
なキーワードとなる。 
即ち、企業においては、個々人が異なる存在として企業組織が受け入れ、企
業組織全体を構成する重要な存在として、その多様性を有効活用することで企
業のパフォーマンスを向上することが可能となる。一方、高齢雇用者にとって
は個人の魅力が引き出され、自分の居場所があるという安心感が生まれ、組織
に対する貢献度が高まる。その結果、個人と組織が持続的に成長可能となるの
である。 
 
1-2 高齢者雇用と WLB、エイジフリー 
（１）高齢者雇用と WLB 
WLB とは、「老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発
など、様々な活動について自ら希望するバランスで展開できる状態」のことを
言う。WLB が良好な状態では、「仕事の充実」と「仕事以外の私生活の充実」
において好循環をもたらし、「多様性に富んだ活力ある社会を創出する基盤とし
て極めて重要である」4 とされている。 
元来 WLB は、女性の社会参加、次世代育成、男女共同参画社会など広範囲
な内容を含んでおり、高齢者に限定したものではない。しかし、WLB は高齢
者の「フルタイムではないが就業したい」「家族介護ができるような勤務時間と
したい」「地域社会の活動と両立して勤務を継続したい」など、様々な希望を取
り入れる上で重要なキーワードである。 
従って、WLB は年齢を超えて各世代、各時期に多様で柔軟性のある働き方
を可能とすることで、個人、企業、地域を包括した我が国の少子超高齢社会を
活性化するために必要である。特に、高齢雇用者に関する WLB を達成可能と
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するには、年齢や世代を基準とした処遇や人事制度などの、旧来の雇用制度を
抜本的に改変することが必要になる。 
 
（２）高齢者雇用とエイジフリー 
年齢基準を人事制度の柱としてきた日本的人事管理は、少子高齢化による労働
人口の減少、働き方の多様化の進展、労働市場の流動化などから不合理さが目立
つようになっている。その様な社会において、年齢基準によって一律に人々の活
動が制限されるという年齢基準をなくすエイジフリーという考え方が生じてきた。 
エイジフリーの考え方の目標は、「誰もが年齢に関わりなく、個人の意志と
能力に応じて社会の一員として豊で活き活きとした社会生活を送れる社会の実
現」である。5 
改正高年齢者雇用安定法（2013 年 4 月 1 日施行）により、65 歳までの継続
雇用努力義務が法制化されたものの、企業による実施は、再雇用制度による対
応が大部分であり、定年延長やエイジフリー化（定年制の廃止）を実施した企
業は少ないのが現状である。再雇用制度や定年延長は、公的年金支給開始年齢
の 65 歳との連結を念頭に進められている。従来の年齢を基準とした一律定年
制は、定年年齢による雇い止め機能を持つというデメリットがある一方、メリッ
トとして定年年齢までの雇用保障的な機能があったとされている。 
我が国における各種の高齢者調査では、高齢者の 7 割前後が「健康と働く意
欲があるうちは働き続けたい」という意向が強いとされている。今日のように
個人の意志が尊重される社会では、「雇用者の定年は雇用者自身が決定できる環
境を構築すること」が重要である。 
従って、現行の再雇用制度を生かしつつも再雇用年齢の上限をなくすことが
重要である。また、年金支給開始年齢とは関係なしに、年齢基準の見直し、及
び、引退に関する各種諸制度の拡大を図ることも重要である。それらの制度改
革を通して、雇用の継続が可能なエイジフリーな制度への変革が可能となる。 
財団法人社会経済生産性本部は 2018 年に「エイジフリー社会の実現を目指
して」～年齢に中立な経済・社会の構築を～において、幾つかの革新的な提言
を行っている。そして、この提言の実現のために、雇用・就業における年齢制
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限撤廃、エイジフリー社会の基盤づくり、エイジフリー社会実現へ向けた幅広
い国民運動と言うエイジフリー実現への 3 つの目標を掲げている。 
それらの目標実現のために、目標ごとに具体的な提言をしている。雇用・就
業における年齢制限撤廃と言う目標は、エイジフリー社会実現のために最も重
要な取り組みである。働き方の多様化の中で、労働市場の流動化が進み、引退
における年齢基準の不合理な側面が目立つようになってきた。この年齢制限の
不合理さの解消のためには、①引退のエイジフリー化（定年後の高齢者の再雇
用年齢の上限撤廃、年金支給開始年齢と雇用継続との切り離し）、②処遇制度の
エイジフリー化（年齢基準の処遇制度から職業能力による処遇制度への転換、
福利厚生の年齢制限見直し）、③就職選択のエイジフリー化（募集・採用、公務
員試験、公的資格における年齢制限廃止により意志と能力を備えている人の職
業選択が可能）の 3 つが重要であることを提言している。 
①引退のエイジフリー化 
引退のエイジフリー化は、雇用者の引退（定年）は個人の自由意志で決定す
る雇用システムが望ましいとするものである。現行の定年延長や継続雇用の次
に来る引退は、年金の支給とリンクする形で決定されている要素が大きく、必
ずしも、引退を雇用者の自由意志で選択できるようにはなっていないと言える。 
そのため本来の引退のエイジフリー化とは考えられない。本来の引退のエイ
ジフリー化は、再雇用制度年齢の上限を撤廃し、年金支給開始年齢とは切り離
した雇用継続制度が可能となるような制度の構築が必要不可欠である。更に、
定年年齢基準の徹底的な見直しと引退オプションの拡大も必要となる。 
②処遇制度のエイジフリー化 
未だに多くの企業において、人事労務管理の重要な基準として年齢基準が採
用されている。年齢基準による人件費の高コスト化解消のために、年功的賃金
カーブの下方修正などはされるものの、それでは不十分であった。そのため、
雇用者の高齢化による総人件費の増加、役職ポストの不足などのデメリットが
生じ、それに対応すべく、成果主義や能力主義による賃金制度や役職定年制な
ど各種の施策を実施してきた。しかし、デメリットが生じ、成果主義から年齢
基準に戻す動きも見られる。 
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③就業選択のエイジフリー化 
募集・採用時におけるエイジフリー化は厚生労働省による「労働者の募集及
び採用について年齢にかかわりなく均等な機会を与えることについての事業主
が適切に対処するための指針」（2001 年 9 月 12 日厚労省告知第 295 号）によ
り進められてきたものの、例外規定が多く、未だに募集・採用に年齢制限を設
ける企業が多く存在する。公務員採用試験等でも、申込みに年齢基準を設けて
おり、採用申込み時における申し込み年齢に制約があるケースが多い。しかし、
年齢制限を設ける合理的な理由は基本的には存在しない。 
働く意志と能力を持つ高齢者の職業選択の自由や移動の困難性を廃止し、募
集・採用による年齢制限の撤廃が急務である。何故なら、採用時におけるエイ
ジフリー化は、退職年齢のエイジフリー化の進展とも大いに関係するからであ
る。 
 
第 2 章 高齢者雇用の阻害要因 
2-1 社会環境的問題 
高齢者雇用を阻害する社会環境的問題としては、岸田宏司（1999.2）が言う
ように社会システム上の阻害要因と、社会習慣・通念・思い込み的な阻害要因
に分けられる。 
 
（１）社会システム上の阻害要因 
社会システム上の阻害要因としては、①高齢者雇用を推進する人材バンクシ
ステムなどが未整備である、②在職老齢厚生年金制度は、真面目に働くほど厚
生年金受給額が減少するため、故意に労働をセーブする傾向がある、③新卒市
場や転職市場に比較して高齢者の労働市場が十分整備されていない等がある。 
 
（２）社会習慣・通念・思い込み的な阻害要因 
日本人は周囲のうわさに大変影響されやすい。高齢者に対する社会習慣・通
念・思い込み等による高齢者雇用に関する阻害要因としては、①後進に道を譲
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ることが美徳とされている社会的価値、②高齢になって働くのは世間体が悪い
との風潮、③経済的余裕もあり現役引退後の高齢者の再就職に対する切実性欠
如傾向、④高齢者は保守的な考え方が強く、組織に対する効用よりも老害が大
きい、⑤仕事内容に対する保守的傾向が強い、⑥労働条件の継続願望が強い、
⑦老人特有の横柄さ・頑固さ等がある。 
 
 阻   害   要   因 
社会 
システム 
①高齢者向け職業紹介制度が未整備 
②在職老齢年金制度の制度的欠陥（所得増による年金減） 
③高齢者のキャリアを活用する労働市場が未整備 
社会習慣・ 
通念・ 
思い込み 
①高齢者は適応力に欠け、保守的傾向が強い 
②「定年による有終の美的志向」が強い 
③年金受給や退職金受領による経済的勤労収入の依存度が低
い傾向 
④高齢になっても働くことは世間体が悪い 
⑤労働条件に対する固定観念が強い傾向 
図表 2-1-1 高齢雇用の阻害要因 
出所：ニッセイ基礎研究所調査月報 1990.2 p31 を基に筆者作成 
 
2-2 日本的雇用慣行の問題 
（１）終身雇用制度と年功序列型賃金 
高齢者雇用の阻害要因として、日本的雇用慣行の特色の 1 つである終身雇用
制度が挙げられる。終身雇用制度は、契約期間の定めのない雇用契約制度であ
るが、基本的には年齢を基準とした定年退職制度を前提としている。 
定年退職のタイミングは、「企業から雇用者への賃金支払い総額」と「企業
が雇用者から受け取る生産性の総額」が等しくなる時点である。それ以降の雇
用の継続は企業にとり雇用コストの増加を意味する。 
即ち、賃金支払い総額と受取生産額の損益分岐点が定年年齢ということにな
る。損益分岐点が上昇すれば、定年年齢が伸びることになる。故に損益分岐点
上昇の阻害要因として、年齢上昇に比例して職位と賃金が上昇する年功序列型
賃金があると言える。 
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（２）雇用排出機能と雇用保障機能 
定年退職制度には、「雇用排出機能」と「雇用保障機能」6 の 2 つの機能が存
在すると言われている。 
この 2 つの雇用に関する機能のうち、「雇用排出機能」が高齢者の就業や再
就職の阻害要因となっている。定年退職制度の有する雇用排出機能により、「労
働する能力があり、労働に対するモチベーションの高い高齢者」でも退職を強
制される。退職強制は、熟練技能者や高度な知識を備えている高齢者を手放し、
再就職に関するモチベーションを低下させ、その後の高齢者の十分な能力発揮
がなされない。その結果、社会全体が高齢労働力の「量的喪失」と「質的損失」
を被るのである。（樋口美雄・山本勲 2002） 
他方、高年齢者雇用の阻害要因としての定年退職制を単純に撤廃していいと
いうことにはならない。何故なら、定年退職制を撤廃することは、定年退職制
度が有するもう一方の雇用保障機能を撤廃することにもなる。そして、雇用保
障機能の喪失は、定年退職年齢以前の若い雇用者の大量解雇に繋がる可能性が
ある。 
 
2-3 高齢者自身の意識や心理状態の問題 
高齢者雇用を阻害する要因は、社会的問題、日本的雇用慣行問題、などの社会
や企業に関する雇用者問題の他に、高齢者自身の意識や心理状態も阻害要因と
なっている。 
この高齢者の意識や心理状態に関する問題を、企業に対する高齢者自身の意識
問題と、高齢者自身の意識・心理問題に分けて考えられる。 
 
（１）企業に対する高齢者自身の意識問題 
企業に対する高齢者自身の意識問題としては、①高齢者自身に雇用される企業
が無いという諦め感がある。また高齢者は、長期間継続勤務せねばならないとい
う職業倫理観を持つ傾向が若者以上に強いため、②企業に雇用されても長くは働
けないという負い目意識を持つ傾向がある。その一方で、③高齢雇用者なので体
力的・精神的に転勤、出張、通勤が辛いと言う甘えの意識がある。 
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（２）高齢者自身の意識・心理問題 
高齢者自身の意識・心理問題に関しては、①経済的な裏づけがあり、働くモ
チベーションが上がらない（働くのが割に合わない）、②一度退職しているため、
再度働くことに対する抵抗感がある、③年下上司（かつての部下）に使われた
くないというプライド意識、④体力低下による自信喪失感、⑤過去の栄光から
の呪縛（昔の視点でものを考える）、⑥労働以外の生きがいの発見（趣味、ボラ
ンティア等）などの労働に対する心理的な抵抗感や拒否感が高齢者雇用の阻害
要因となっている。 
 
第 3 章 高齢者雇用と経営パフォーマンス 
3-1 高齢者雇用と経営パフォーマンス 
高齢者雇用が進展しない原因として、高齢者の労働能力が一定年齢から加齢
と共に低下することが挙げられる。しかし、加齢と共に全ての労働能力が一律
に低下するわけではない。能力によっては加齢と共に向上する能力もある。ま
た、能力の低下は個人差が大きく年齢基準のみで一律に決めるものではない。 
故に、高齢者個人の能力の再評価が重要であり、再評価なくして高齢者能力
の有効活用は不可能である。 
以下では、高齢者の雇用者としての能力に関する一般的な特徴を整理する。 
 
（１）高齢者の雇用能力面からみた長所 
高齢者の雇用能力面からみた長所を、性格、能力及び社会的特性の 3 つに分
けて考えてみる。高齢者の性格的特性として優れている点は、仕事上の人間関
係に関して人間性の円熟化と、経済的なゆとりから、職場における人間関係に
関して寛容であるため、人当たりがよく職場のチームワークが良くなることや、
強い責任感を持っているなどがある。能力的特性としては、自己のキャリア分
野に関する情報量が多く、総合的な状況判断力に優れ、対外折衝能力に長けて
いることや、話術、文章作成能力に関して優れているなどが挙げられる。また、
社会的特性としては、経済的なゆとり度が高いために、給料に対する執着が薄
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い、出世に対するこだわりが少ない、雇用期間が比較的短期間なため高齢者を
雇用することに対する企業の負担感が少ないなどがある。（図表 3-1-1 参照） 
 
 
図表 3-1-1 高齢者の雇用能力面からみた長所 
出所：ニッセイ基礎研究所調査月報 1990.2 p24 を基に筆者作成 
 
（２）高齢者の雇用能力面からみた短所 
高齢者の雇用能力面からみた短所を、体力、性格、能力、及び企業イメージの
4 つに分けて考えてみる。最も多いのは体力的短所である。即ち、体力における
短所としては、加齢には個人差はあるものの、一般的に身体的機能を低下させる
ため、体力不足、細かい作業が出来ない、記憶力の衰えを感じるなどの自覚症状
が現れる。能力面における短所としては、業務に対する知識や経験が豊富である
が故に、固定観念を生み、新しい仕事へ挑戦するなどの積極的姿勢に欠ける。ま
た、能力の向上という観点からみても、若年雇用者の成長に比べ向上しにくい。
性格面における短所としては、意欲に欠ける、昔の栄光が忘れられない、羞恥心
の喪失、プライドが高いなどがある。これらの短所は高齢者側に起因するもので
あり、高齢者側による努力により克服の可能性が十分にある。（図表 3-1-2 参照） 
特  性 ⾼齢者の雇⽤能⼒⾯からみた⻑所 
性  格 
①協調性に富む（チームワークが良い） 
②責任感が強い（目標達成の使命感） 
③忍耐⼒がある（粘り強い） 
④温厚である（人当たりが良い） 
⑤単純作業も黙々とこなす 
能  ⼒ 
①専門的知識･情報を豊富に持っている（自己のキャリア分野） 
②総合的な状況判断⼒を持っている 
③交渉能⼒を持っている 
④基本的礼儀作法を身につけている 
⑤⽂章作成能⼒に⻑けている 
社  会 
①給料にこだわらない（経済的安定性があるため） 
②出世にこだわらない（出世よりやりがい） 
③短期間雇⽤になる（企業の負担軽減） 
④優秀な人材もいる 
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特  性 高齢者の雇用能力面からみた短所 
体  力 
①身体の衰え（体力が落ちる） 
②細かい作業が困難になる 
③残業が困難になる 
④個人差が大きい（一律管理の困難性） 
性  格 
①モチベーションに欠ける 
②昔にこだわる固定観念がある 
③プライドが高く、管理・束縛を極端に嫌う 
能  力 
①記憶力が弱くなる 
②仕事に対する保守的思考が強い（柔軟性に欠ける） 
③私的行事が多く休みがち（病気、冠婚葬祭が多い） 
④研修による能力向上性に乏しい（若年労働者との比較） 
⑤挑戦能力の低下（挑戦への回避傾向） 
企  業 
イメージ 
①年下上司、年上部下の関係で指導が難しい 
②同僚による嫌悪感や、鬱陶しさ感がある 
③職場が何となく暗くなる感じ 
図表 3-1-2 高齢者の雇用能力面からみた短所 
出所：ニッセイ基礎研究所調査月報 1990.2 p25 及び日本労働研究雑誌「高齢者の就労
に対する意欲分析」2007．1 p2 福島さやかを参考に筆者作成 
 
（３）高齢者雇用の方向性 
高齢者の雇用に対する意識は、我が国と欧米諸国では明確な違いがある。欧
米文化では「ハッピーリタイヤメント」が高齢者のゴールとされている傾向が
強い。それに対して我が国の高齢者は、約 7 割が体力・健康・勤労意欲がある
うちは働き続けたいと言う勤労意識が高い。超高齢社会に突入した日本は、高
齢者の雇用希望に応える必要性がある。 
また、高齢者雇用でパフォーマンスの向上を目的とするなら、「高齢者は弱
者」という前提を変える必要がある。高齢者の能力低下は、急激かつ一律に始
まるものではない。加齢により徐々に進行するものであり、また、能力低下の
個人差も大きく、能力によっては加齢に伴い成長するものもある。高齢者も人
材として十分に活用できるのである。 
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高齢者を人材と考え、高齢者自身の能力の多様化を図ると共に、視力や体力
などの身体的能力の低下部分を補填する職場における設備の再設計や、高齢者
の体力的弱点を補う勤務体系の構築なども必要不可欠である。 
高齢者雇用の多様性を前提とするならば、継続雇用以外の多様な働き方も視
野に入れる必要がある。既存経験活用業務と未知の職業・職域業務の選択、既
存企業と新たな企業の選択、企業に雇用される以外の働き方などの選択肢があ
る。 
このことに関して、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構「『70 歳
まで働ける企業』の実現に向けた提言」（2007 年 8 月）において、斬新な提言
がなされている。同提言では、高齢者に関する現在の雇用制度は過去に勤務し
ていた企業の再雇用が基本であるのに対して、新たな企業での勤務や雇用以外
の新たな働き方などを示唆しているのである。 
また、勤務時間の多様化以外にも、ジョブシェアリングや在宅勤務等の多様
な勤務形態や、NPO 法人等でのスキルをもつ高齢者雇用や、企業 OB による頭
脳集積型NPO法人の設立など新たな高齢者の働き方が示唆されている。更に、
企業による地域貢献に人材の提供によるNPO法人の活性化、支援にも繋がり、
高齢雇用者が将来的に地域社会に戻るための架け橋になる可能性も述べている。 
これらの提言は、多くの課題はあるものの、高齢期の積極的雇用を望む健康
で働く意欲のある高齢者の新たなライフステージを開く可能性を示唆している。 
 
高齢者雇用の経営パフォーマンスに与える影響 
35 
 
図表 3-1-3 高齢者の働き方のイメージ 
出所：ニッセイ基礎研究所 REPORT2008.1 p14 青山正治  
一部筆者による変更あり 
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図表 3-1-4 高齢者の今後の働き方のイメージ 
出所：ニッセイ基礎研究所 REPORT2008.1 p15 青山正治 
 
3-2 企業における高齢者のダイバーシティ＆インクルージョン戦略と業績 
高齢雇用者の雇用確保措置実施状況に関する厚生労働省の統計（2017 年 10
月発表）によると、①定年制の廃止企業は、2.6％（大企業 0.5％、中小企業 2.8％）、
②定年年齢が 65 歳以上の企業は、17.0％（大企業 8.9％、中小企業 18.0％）、
③希望者全員 65 歳以上の継続雇用制度のある企業は 56.0％（大企業 46.0％、
中小企業 57.2％）となっている。これらの総計は 75.6％（大企業 55.4％、中
小企業 78.0％）という高い数値を示しており、既に、4 社に 3 社が、希望者全
員が 65 歳以上まで働ける企業と言う雇用体制を持っているのである。そして
その傾向は大企業よりも中小企業に顕著に現れていると言える。 
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これらの状況を見る限り、企業において 65 歳以上まで働ける企業の雇用体
制は十分に整いつつあると言える。（図表 3-2-1 参照） 
 
企業規模 ①定年制の廃止 ②65 歳以上定年 ③65 歳以上の 継続雇用制度 
総計 
（希望者全員が 65 歳以上
まで働ける企業） 
31～300 人 
3,983（3,982） 25,155（23,187） 79,960（77,757） 109,098（104,926） 
2.8％（2.9％） 18.0％（16.9％） 57.2％（56.7％） 78.0％（76.5％） 
301 人以上 
81（82） 1,437（1,290） 7,465（7,136） 8,983（8,508） 
0.5％（0.5％） 8.9％（8.2％） 46.0％（45.1％） 55.4％（53.8％） 
総 計 
4064（4,064） 26,592（24,477） 87,425（84,893） 118,081（113,434） 
2.6％（2.7％） 17.0％（16.0％） 56.0％（55.5％） 75.6％（74.1％） 
（社、％、カッコ内は前年の数値） 
図表 3-2-1 希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業の状況 
出所：厚生労働省 平成 29 年「高年齢者の雇用状況」集計結果 p12 表 4 より一部抜粋 
 
また、企業の高齢者の受け入れ態勢の整備の進展に伴い、60 歳以上常用労働
者の雇用者数の推移も図表 3-2-2 にあるように右肩上がり順調に増加している。 
 
 
図表 3-2-2 60 歳以上常用労働者の推移 
出所：厚生労働省 平成 29 年「高年齢者の雇用状況」集計結果 p9 
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更に、70 歳以上まで働ける企業の状況に関しては、調査対象の企業のうち
22.6％（大企業 15.4％、中小企業 23.4％）が何らかの雇用制度を有しており、
その比率は高くなる傾向を示している。 
以上の数値に見られるように、高齢労働者の多様な雇用形態を前提とした高
齢雇用者の雇用の拡大が企業の人事戦略として進展すると考えられる。 
一般企業における高齢雇用者の労働条件の傾向をみると、労働時間、雇用形
態、仕事内容等に関しては概ね定年前と同様の条件で雇用されているものの、
給料に関しては定年前の 6～8 割の給与になっている。 
高齢雇用者の就労ニーズに関して、福島（2007）は、「無理なく働きたい、
誰かのために役立ちたい、満足できる人間関係を得るために働きたい、小遣い
を稼ぐために働きたい」の 4 つに類型化している。そして、これを「絶えざる
比較法」により分析した結果、「無理なく働きたい」と「誰かの役に立ちたい」
の 2 つを高齢者就労ニーズの必須要件としている。 
高齢者の就労ニーズの必要要件を 1 項目ごとに詳しく分析すると、「無理な
く働きたい」は、「働く時間や日数が本人にとり長時間ではない」「重い責任か
ら開放され働きたい」「仕事を自主・自立的に進めたい」「経験した範囲の中の
慣れている仕事がしたい」の 4 要素から構成されている。これらの要素は、高
齢雇用者が加齢による体力的な衰えから、体調、持病などの身体的諸条件が現
役時代と同様の時間やペースで働くことに対する困難性や、高齢者の挑戦能力
の低下から生じており、高齢者雇用の障害要因となっている。 
また、「誰かの役に立ちたい」は、「顧客のため」「社会のため」「仲間のため」
「若い人のため」という 4 つの要素から構成されている。これらの要素の持つ
意義は、顧客の感謝は高齢者の働くのエネルギーであり、お世話になった社会
や会社への恩返しであり、働く仲間同士の互助の精神や、次世代への技術や経
験の継承と言うことになる。 
以上の様に、我が国の雇用は、少子高齢化の進行、将来労働力人口の低下等、
労働者側の雇用ニーズ等を背景として、生涯現役（エイジレス）の方向に舵を
切っている。 
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その様な背景の中で、高齢者の多様な就業ニーズに応え、高齢になってもス
トレス無く自己の能力を発揮させるためには、これまで以上に柔軟で多様な就
労形態を構築し、高齢期における高齢雇用者のキャリア選択を制度として支援
する組織体制をつくり、更に、近年増加している高齢者起業に対する実践的自
営・企業支援を展開すると言う戦略も求められている。 
 
3-3 企業の WLB 戦略と業績 
WLB とは、年齢を問わず、老若男女全てが、仕事、家庭生活、地域生活、個
人における自己啓発などのあらゆる活動において、自己の希望するバランスにお
いて展開可能な状況を意味する。これらのバランスが調和した状態は、「仕事の
充実」と「仕事以外の生活の充実」の両面において好循環をもたらすため、多様
性に富んだ活力ある社会を創出するための前提として極めて重要とされている。 
高齢期における WLB は、高齢者個々人の事情や地域社会の活動と両立して
仕事を継続したいという希望等を実現する上で重要である。高齢者の中にはフ
ルタイムでの就業を希望する者、家族介護、地域社会活動と両立のためフルタ
イム労働を希望しない者など多様な希望が存在するため、その実現のためにも
WLB は重要な環境である。（図表 3-3-1 参照） 
 
 
図表 3-3-1 ワークライフバランスが実現した姿のイメージ図 
出所：内閣府・男女共同参画会議「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に
関する専門調査会報告（2007 年 7 月）を基に筆者作成 
 
働き方 
 健康・休養 経 営 
様々な活動を 
自己啓発    自ら希望する 地域生活 
バランスで 
趣  味  展開する        子育て 
  
介  護      家族・家庭 
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各世代、各年代において多様な働き方を可能とすることが、個人、企業、地
域を包括した我が国の超高齢社会の活力を増すことに結びつくことに繋がる。 
そのためには、高齢者を含めた処遇制度、人事制度、復職制度等多方面にお
いて伝統的な日本的雇用制度の抜本的改革が必要となる。高齢者の雇用に関し
ては従来より、時間短縮や出勤日数の短縮化等の多様な働き方が推進されてき
たが、今後、団塊世代が高齢雇用者制度の適用対象になることから、今まで以
上の改革が必要となる。（図表 3-3-2 参照） 
 
 
図表 3-3-2 ワーク・ライフ・バランスの推進による業績考課イメージ図 
出所：https:/www.Pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/252/wlb.html 平成 30 年 7 月 18 日閲覧
一部筆者により変更あり 
 
3-4 高齢者雇用と人事制度 
（１）高齢者雇用を取り巻く環境変化 
少子高齢化による労働人口不足への対応策として、これまで働く意志と能力
がありながら労働参加率の低かった高齢者を、支えられる世代から支える世代
へ移行し、高齢者層の労働力率を向上させ、社会全体の生産量を維持する必要
がある。 
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その経過の中で、高年齢者雇用安定法が改正され 2013 年 4 月より 65 歳まで
の全員雇用が実質的に義務付けられた。その一方で、公的年金制度における老
齢厚生年金支給開始年齢が 65 歳支給へと移行中である。年金財政の悪化によ
り、将来的には 70 歳支給開始の方向へ段階的に移行する可能性は高く、支給
開始を遅らせた年金受給者に対する大幅な優遇措置の検討に入っている。更に、
政府は、70 歳までの雇用に関する努力規定の検討を開始している。（2018 年 9
月 6 日日本経済新聞）70 歳雇用の努力規定、将来予想される 70 歳雇用の義務
化、70 歳までの年金支給開始年齢の引き上げ等の可能性は高い。更に、労働力
の減少と相まって、更なる高齢者雇用の増加に適合する雇用制度や人事制度の
再構築が必要となる。 
 
（２）人事制度の方向性 
○人事方針・人事施策の再構築 
高齢雇用者の増加に適合する人事制度の方向性を考えるステップとしては、
①自社の人事に関する経営方針の再検討、明確化、再設計、②事業分野や職務
ごとに必要な人材の数と現状分析の実施、③全社的な人材活用の方向性の決定
をすることになろう。 
各企業における高齢雇用者に関する事業や職種ごとの活用度合いは多種多
様であるので、高齢雇用者に対する活用方針の決定の際には、多様な就業形態
や、処遇形態に対応した、複数コース設定が必要となってくるであろう。 
○職務開発・組織改革 
高齢雇用者が増加することで、従来高齢者雇用の中心的な職務であった周辺
業務や補助的業務等は相対的に不足してくる。また、職務遂行能力の個人差も
拡大してくる。そのため、高齢者の職務を一律的に決定するのではなく、高齢
雇用者の能力や体力に適した職務を付与することが必要になる。高齢雇用者の
有するスキル及び経験等を活かした専門的職務や技能伝承を加味した職務の拡
充を考慮すべきであろう。従って、各企業においては、現場の意思決定を十分
に活かし、現場の裁量権を拡大したダイバーシティ型組織への移行が重要であ
る。 
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○多様な働き方 
ダイバーシティな人材の採用及び活用を推進する場合、多様な個人の就労事
情を考慮した多様な働き方に対応したフレキシブルな人事制度を再構築するこ
とが必要になる。今までの様に、正社員＝無制約社員、非正規社員＝制約社員
という単純な構図ではなく、正規・非正規を問わず就労上で誰もが制約条件を
持つ可能性のある時代に突入している。今後、就労上の制約条件もますます多
様化するため、制約条件の度合いに応じた多様性のある人事制度を構築する必
要がある。 
○賃金制度 
現行の賃金制度は、短期間に於ける貢献度に見合う賃金が支払われるという
賃金制度ではない。採用から定年まで支払われた賃金の総量と、同期間の企業
への貢献総量の一致する長期決済型の賃金設計になっている企業が大多数であ
る。この賃金制度の場合には、定年時点が企業の賃金に関する貢献度との損益
分岐点になっている。65 歳、70 歳あるいは 74 歳まで定年延長されると仮定し
たなら、この損益分岐点を、65 歳あるいは 70 歳までシフトさせなければ、大
きな人件費（固定費）の増加になり、企業にとり何らメリットのない人事制度
改革になってしまう。 
従って、図表 3-4-1 賃金と貢献度の賃金カーブ再構築に関するイメージに
あるように人事制度の方針、人事評価制度及び賃金体系は連続性を保持しなが
ら、賃金に関する損益分岐点を右にシフトさせるような賃金カーブの再構築が
必要である。即ち、賃金設計を、従来の長期決済型賃金設計から、中・短期ス
パンで貢献度と賃金の均衡が可能となるように、賃金カーブと貢献度カーブを
徐々に近づけた「中・短期決済型賃金設計」へ移行していく必要がある。 
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図表 3-4-1 賃金と貢献度の賃金カーブ再構築に関するイメージ 
出所：エドワード・P. ラジアー（著），Edward P. Lazear（原著），樋口美雄（翻訳），
清家篤（翻訳）（1998/9/1）人事と組織の経済学を基に筆者作成 
 
おわりに 
65 歳全員雇用時代の後に来るのは 70 歳全員雇用時代であろう。現に政府は
70 歳全員雇用時代への検討を開始している。 
このような高齢者雇用時代において、高齢者雇用に対する方針を「法改正でや
むを得ずの高齢者雇用」、「福祉的雇用」あるいは「恩恵的雇用」という位置付け
から脱却し、「戦略的視点での高齢雇用者の戦力化、積極活用」に転換しなけれ
ばならない。 
今後、本格的な雇用者減少時代を迎える中、高齢者雇用に関する方針を再定義
し、早急に高齢雇用者の有効活用を具体化した企業こそが未来への成長可能性を
有していると言えるのである。 
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http://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/h26/sougou/zentai/index.html 
（2018 年 5 月 16 日閲覧） 
3 清家篤「エイジフリー社会を生きる」NTT 出版 2006 年 2 月 28 日 p6 参照 
4 男女共同参画社会「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する専
門調査会報告 内閣府男女共同参画局（2007 年 7 月） 
5 エイジフリー研究会提言「エイジフリー社会の実現をめざして」年齢に中立な経
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